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1．研究の目的 

長寿社会において、平均寿命は男性よりも女性のほうが長く、女性は長い老後生活を支える資産を確保するた

めに、積極的な資産運用がますます必要になってくるであろう。そのため、現在女性がどのように資産形成をし、

資産運用していくことを丹念に調べる必要があると考える。 

家計内での資産管理の中で、収入、支出の夫婦の分析の先行研究はあるが（李 2010、鈴木 2015、坂口・田中

2015など）、家計内で夫婦が資産を運用、特に株式保有に関する先行研究は少ない。北村・中嶋（2010）は、30・

40 代家計における株式投資の決定要因はリスク許容度、株式期待リターン、将来年金リスク、年収、金融資産/

年収、流動性/年収が影響していることを明らかにした。その他に知識や自信過剰の程度が高いほど、主観的な株

式投資コストが低いほど、株式を保有する傾向であることだった。ただし調査対象が 30代、40代の男性会社員

約600名のWeb調査であるため、女性の場合の要因は不明である。従来の先行研究で指摘されていた株式保有に

影響を与えるとされていた学歴、年収、保有資産額、金融リテラシー以外に、就業状況や家族の状況が一定の状

況下で影響を与えている可能性がある。 

本研究では、既婚女性を就業形態別に着目し、資産形成、資産運用と家族の状況も加えて分析する。先行研究

で挙げられた本人年収や学歴などの属性以外に、ジェンダー意識（性別役割分業意識）が関与しているのかを検

証する。 

 

2．対象と方法 

本研究で使用するデータはインターネットを通じた Web 調査の回答である。対象は資産形成時期を考慮し、

30 歳以上 55 歳以下の既婚女性（離別、死別は除く）1,000 名で、内訳は正社員、パート・アルバイト、専業主

婦各333人である。本研究は日本経済研究センター研究奨励金の助成を受けた。株式会社マイボイスコムの登録

モニターに調査の趣旨を説明し、同意を得てWebの質問に回答してもらった。実施時期は2021 年4月である。

分析は記述統計、パスモデルを用いた多母集団比較分析を行った。 

 

3. 結果と考察 

分析の結果、パート・アルバイト女性の性別役割分業意識が正社員、専業主婦の女性よりも高いことがわかっ

た。正社員、パート、専業主婦のいずれも共通の傾向は、生活費を担う役割は夫と折半である50％に満たない割

合が高く、しかし、家計管理と資産運用は自分（妻）が主にやりたいという回答割合が一番高く、家計管理に関

しても性別役割分業意識が影響を与えていた。また、現在のお金や家計の不安と、将来のお金や家計の不安も割

合が高いが、資産運用には積極的ではない傾向が見られた。これは正社員女性では就労時間と家事育児時間によ

り、時間の余裕がないこと、パート女性では時間と資産の余裕がないことが影響していると考えられた。 
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